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第1節 問題
1．1 はじめに
自殺の背景に家族的要因や職業的要因があることはよく知られているが，
そこに地域差はあるのだろうか。たとえば，無職であることが自殺の危険性
に結びつかない地域，あるいはその影響が相対的に小さい地域はあるのだろ
うか。本稿は，官庁統計の基礎的分析から，自殺の家族的・職業的要因につ
いて，新たな知見を得ることを目的とするものである。
エミール・デュルケームの『自殺論』以降，自殺の背景にある社会的要因
を明らかにすることは自殺の社会学にとっての重要な課題となっている。
デュルケーム自身は社会的凝集性など集団（社会）レベルの要因の重要性を
つとに強調していたが（Durkheim 1897=1985），今日では配偶者の喪失や失
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業といった個人レベルの要因が自殺行動に与える影響にも注目が集まってい
る（Stack 2000a, 2000b: Wray et al. 2011）。
そのなかでも，自殺の家族的要因や職業的要因については多くの経験的根
拠が蓄積されている（平野2018）。その理由として，自殺者の配偶関係や世
帯構造，職業の有無や職種は公式統計によって把握しやすく，研究者にとっ
て分析が容易であるという事情があげられるだろう。しかしそれ以上に自殺
の家族的要因や職業的要因の探求には理論的な意義がある。家族の一員であ
ることや職業をもつことは個々人に役割を付与し，社会的に統合する重要な
契機である。つまり，これらの要因に注目することは，デュルケームが提示
した「社会的統合が自殺に与える影響の探求」という分析課題とも密接に関
連しているのである。集団レベルの要因に注目するか，個人レベルの要因に
注目するかという方法論的な違いこそあれ，本稿もまた，個々人を取り巻く
社会環境が人々の自殺の危険性に影響を与えるという基本的な視点をデュル
ケームと共有している。
それでは，自殺の家族的要因や職業的要因については，どのような議論が
なされてきたのだろうか。以下では平野（2016, 2018）に基づき，その概要
をまとめたうえで，本稿の分析課題を提示する。
1．2 自殺の家族的要因の整理
自殺の社会学的研究は，家族の存在が自殺行動を抑制することを明らかに
してきた。そのメカニズムは大きくわけて3つ考えられる。第1に，家族に
は人々の心理的状態を良好な状態に保つ機能がある。つまり，家族は人々に
生きる意味や目的，そして帰属意識を与え，家族成員の自殺行動を抑制する
と考えられる（Durkehim, 1897=1985）。第2に，家族は人々の自殺への態
度形成に影響を与える。つまり，家族の存在によって自殺に否定的な態度が
形成され，家族成員の自殺行動を抑制すると考えられる（平野2013）。第3
に，家族は成員にソーシャル・サポートを提供し，家族の自殺行動を抑制す
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ると考えられる1）（Wray et al. 2011）。
デュルケームは，配偶者や子供の存在，家族成員の多さは自殺行動を抑制
する要因であると指摘し，家族と自殺研究の基本的な枠組みを提起した
（Durkheim 1897=1985）。家族と自殺に関する研究を包括的に整理検討した
Stack（2000b）によれば，後続の研究の多くがデュルケームの知見が今日
でも妥当することを確認しているという。
たとえば，アメリカにおける大規模な調査研究は，有配偶者は無配偶者よ
りも自殺の危険性が低いこと，そして同居家族が多いほど自殺の危険性が低
くなることを明らかにしている（Denney 2010）。また，デンマークの大規
模な調査研究においては，子供の存在は自殺を抑制することが報告されてい
る（Qin, et al. 2003）。さらに，スウェーデンのストックホルムの全住民を
対象とした縦断的調査においても，単身者と比較すると，カップルで同居す
る人々の自殺の危険性は低いことが示されている（Hedström, et al. 2008）。
日本においても，厚生労働省の「人口動態統計」の分析から，年齢・職業の
効果を統制したうえでも，無配偶者よりも有配偶者の自殺の危険性は低いこ
とが明らかにされている（山内ほか2011）。
1．3 自殺の職業的要因の整理
次に，職業と自殺に関する研究は，職業的地位の高い層（ノンマニュアル
職）の自殺の危険性が低く，職業的地位の低い層（マニュアル職）の自殺の
危険性が高いこと，さらに無業状態が自殺の重要なリスク要因であることを
明らかにしてきた（Makinen and Wasserman, 2009; Milner et al., 2013; 堤・
神林2015）。また，日本（平野2016）やカナダ（Virtanen et al. 2005）に
おいては，非正規労働者は正規労働者よりも自殺行動（自殺念慮・自殺企
1）ソーシャル・サポートとは，「対人関係からもたらされる，手段的・表出的な機
能をもった援助」のことである（稲葉1992:67）。つまり，金銭面での援助を得
ること（手段的援助）や，困ったときに相談に乗ってもらうこと（表出的援助）
などが，ソーシャル・サポートの中身である。
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図）をとりやすいという報告もなされている。
そのなかでも特に無職者の自殺の危険性は高い。よく知られているよう
に，労働市場から排除されることによって，私たちの生活はさまざまな困難
に直面する（Platt 2011; 堤・神林2015）。まず，生計を立てる手段を喪失
することにより，経済的困窮に陥る可能性が高まる。また，社会的ネット
ワークが縮小し，孤立状態に陥る危険も高くなる。さらに，現代社会におい
て，生計を立てる手段をもたないことは一種のスティグマであり，メンタル
ヘルスが悪化する。これらの諸要因によって，無職者の自殺の危険性は有職
者よりも高くなると考えられる。
ただし，無職と自殺との関係は見かけ上のものである可能性もある。健康
状態が非常に悪い者はそもそも働くことができないため，職をもたないこと
と自殺との関連が明らかになったとしても，それは健康状態の悪さと自殺と
の関連を示しているにすぎないのかもしれない。
これに対して，海外での実証研究は，職をもたないことは直接的に自殺行
動に影響を与えることを明らかにしている。イギリス（Lewis and Sloggett
1998），アメリカ（Kposowa 2001），デンマーク（Qin et al. 2003）の大規模
な調査研究は，失職前の健康状態などの効果を統制しても，無職であること
は人々の自殺の危険性を高めることを報告している。
日本においても，Suzuki et al.（2013）は1975年から2005年までの職業
別自殺死亡率（25-64歳）の動向を分析し，すべての時点で無職者の自殺死
亡率は有職者の自殺死亡率よりも高いことを明らかにした。最新の2005年
時点では，年齢・地域の影響を統制すると，無職者の自殺の危険性は，男性
で11倍，女性で8倍も有職者より高いのである。
1．4 地域差への注目
このように，自殺の背景にある家族的・職業的要因については，多くの研
究が蓄積されてきた。まとめれば，無配偶者や単身者など家族関係から孤立
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する傾向にある人々，そして無職者のように職業生活から排除されている
人々の自殺の危険性は高いのである。
しかしながら，これらの関連は国や地域，時代によって変化しないのだろ
うか。実はこの点について，デュルケームは重要な発見をしていた
（Durkheim 1897=1985: 327-34）。男性自殺死亡率を離婚率が低い国と高い
国とで比較してみると，有配偶者と無配偶者の自殺死亡率の格差は，離婚率
が低い国で大きくなり，離婚率が高い国で小さくなっていたのである。
この点は社会的規制の弱体化という点から解釈可能である（Durkheim 1897
=1985: 338）。離婚率が高いということは，離婚が容認されていることを意
味し，結婚生活という規制が弛緩していることを意味する。したがって，有
配偶者であっても，十分な社会的規制を課されているとは言い難く，結婚に
よる恩恵は小さくならざるをえない（自殺死亡率は高くなる）。その結果と
して，有配偶者と無配偶者の自殺死亡率の差は小さくなるのである。
つまり，「有配偶者は無配偶者よりも自殺の危険性が低い」という関連の
強さは，マクロな社会構造・社会規範の影響を受けているのである。それで
は，今日の日本社会においても，自殺の家族的要因や職業的要因に地域差は
あるのだろうか。つまり，地域によって規定要因が異なっていたり，家族的
要因と職業的要因の影響の強さに地域差はみられるのだろうか。以下では，
この点についての基礎的な知見を得るために，探索的な分析をおこなうこと
にしたい。
第2節 データと方法
2．1 地域差を検討可能なデータ
とはいえ，自殺の家族的・職業的要因の地域差を検討するために利用でき
るデータセットは乏しい。たとえば，厚生労働省の「人口動態統計」は配偶
関係別自殺者数を公表しているが，地域別の結果は公表されていない。自殺
予防総合対策センター（現自殺総合対策推進センター）は「人口動態統計」
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を都道府県別・市町村別に配偶関係別自殺者数を再集計しているが，職業に
関するデータが含まれていない（「自殺対策のための自殺死亡の地域統計」）。
職業については，厚生労働省の「人口動態職業・産業別統計」が都道府県別
に職業別自殺者数を集計しているが，家族に関するデータが含まれていない。
これに対して，厚生労働省の「地域における自殺の基礎資料」は，警察庁
の自殺統計を再集計し，自殺者数を性・年齢・職業・世帯構造別に集計した
データセットを公開している。しかしながら，都道府県別には集計してない
ため，本稿の分析に用いることはできない。
このような状況の中で，唯一本稿の関心に適したデータといえるのは，内
閣府が警察庁の自殺統計を再集計した「平成21年地域における自殺の基礎
資料」である。このデータセットは，2009年の自殺者数を性・年齢・職業・
世帯構造・都道府県別に集計しており，非常に貴重な情報を提供している。
ただし，男女別自殺者数には欠損が多く，分析には男女計のデータを用いざ
るを得ないという欠点がある2）。とはいえ，基礎的分析に用いるデータセッ
トとしては，十分な情報量を有していると判断し，以下では同資料を用いて
分析を進めていく。
2．2 分析方法
分析方法は二項ロジスティック回帰分析である。分析にはStata ver14の
「blogit」を用いた。今回のような集計データであっても，各セルの度数（人
口）がわかっていれば，「blogit」コマンドにより個票データを再現し，個人
レベルの分析結果を得ることができる。
分析に用いる年齢×職業×世帯構造×都道府県別人口は，総務省「平成
2）同資料は自殺者の特定を防ぐためとして，「欄の数値が1～3の場合」「欄の数値
が1～3でない場合においても，当該欄の数値を表示することによって，他の欄
の1～3の数値が明らかになる場合」には，自殺者数を示していない。ただし，
仮に数値を示したとしても亡くなった方の特定が容易になるとは思えず，このよ
うな措置には疑問が残る。
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表1 「基礎資料」と「国勢調査」の対応
17年国勢調査」および「平成22年国勢調査」から得たうえで，線形補間に
よって2009年の人口を求めた3）。なお，「国勢調査」の結果は政府の統計窓
口（e-stat）で公開されているが，分析に適した形で年齢×職業×世帯構造
×都道府県別人口は公開されていなかった。そのため，独立行政法人統計セ
ンターによって特別に集計されたデータセットを用いている。
2．3 変数
被説明変数は自殺死亡である（自殺死亡に1，非死亡に0を与えたダミー
変数）。なお，自殺「非死亡」には自殺以外の原因で亡くなった人口も含ま
れる点には注意が必要である。
説明変数は，年齢・職業・世帯構造である。「基礎資料」と「国勢調査」
は表1のように対応させた4）。「基礎資料」では，年齢が10歳刻みに区分さ
れているため，20歳代・30歳代・40歳代・50歳代・60歳代・70歳代・80
歳以上という7つのカテゴリーを用いる。なお，学生が大半であり，規定要
因も異なると考えられる20歳未満は分析から除外した。職業は，有職と無
職に区分する。世帯構造は，単身世帯と同居世帯に区分した。なお，厳密に
3）「地域における自殺の基礎資料」と「国勢調査」を対応させるうえでの問題につ
いては，平野（2018）を参照のこと。
4）「地域における自殺の基礎資料」の無職には，アルバイトを含まれる学生やパー
トをしている主婦など，「就労はしているが単独で生計を立てていない者」も含
まれるようである（平野2018）。そのため，「国勢調査」における就業者（主に
家事）および就業者（主に通学）は無職人口とみなした。
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表2 自殺死亡率の分布
いえば同居世帯すべてで家族と同居しているわけではない。しかし，「平成
22年国勢調査」によると，同居世帯（親族世帯＋非親族世帯）に占める
「非親族世帯」の割合は，1．2％に満たない（20歳以上）。したがって，同居
世帯を「家族と同居している世帯」とみなして分析することに，大きな問題
はないと考えられる。
第3節 分析結果
3．1 自殺死亡率の分布
まずは，自殺死亡率の分布を確認しておこう。表2には年齢・職業・世帯
構造別の自殺死亡率の分布を示している。年齢別にみると，20歳代の自殺
死亡率がもっとも低く，50歳代の自殺死亡率がもっとも高い。職業では，
無職者の自殺死亡率は有職者の約2倍高い。世帯構造別にみると，単身世帯
の自殺死亡率は同居世帯のおよそ2．5倍高い。
このように，無職者および単身者の自殺率は高い。しかし，無職者と単身
者には自殺死亡率の高い高齢者が多いため，単純に自殺死亡率を比較しただ
けでは，無職や単身世帯と自殺との関連を明らかにすることはできない。
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3．2 全国の結果
そこで，自殺死亡を被説明変数とし，年齢・職業・世帯構造を説明変数と
した二項ロジスティック回帰分析をおこない，各変数独自の効果の推定を試
みる。
自殺死亡に与える効果の大きさは，オッズ比で示した。自殺死亡に対して
正の相関がある場合にオッズ比は1を超え，負の相関がある場合は1より小
さな値をとる。最小値は0であり，最大値は無限大である。したがって，
オッズ比の絶対値が大きいほど，自殺死亡に与える効果は大きいということ
ができる。なお，解釈を容易にするため，以下ではオッズ比を自殺の危険性
の高さを示す指標（相対リスク）として捉えることにする（Rothman 2012
=2013: 130-33）。
分析結果は表3に示した。無職と単身世帯のオッズ比は1を超えており，
いずれも自殺死亡と正の相関があることがわかる。無職のオッズ比は2．60
（95% CI:2．53-2．67）である。この結果は，有職者よりも無職者の自殺の危
険性は2．6倍高いことを意味している。また，単身世帯のオッズ比は2．67
（95% CI: 2.60-2.74）である。この結果は，家族と同居している者よりも，
表3 自殺死亡の規定要因
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単身者の自殺の危険性は2．7倍高いことを意味している。このように，無職
者と単身者の自殺の危険性はやはり高いようである5）。
3．3 都道府県別の結果
それでは，すべての都道府県でも同様の結果が得られるのだろうか。表3
と同じ分析を47都道府県で実施し，無職および単身世帯のオッズ比を表4
に示した。まずわかるのは，すべての都道府県で無職と単身世帯のオッズ比
は1を超えており，「無職者は有職者よりも自殺の危険性が高い」「単身者は
家族と同居している者よりも自殺の危険性が高い」という関連は，全国で共
通していることである。
しかし，オッズ比は地域によってバラつきがある。このことは，無職者や
単身者の自殺の危険性の高さは地域よって異なっていることを示している。
まず，無職の結果を確認すると，もっともオッズ比が大きいのは山形の
3．81（95% CI:2．89-5．02）であり，もっとも小さいのは和歌山の1．81
（95% CI:1．34-2．44）である。同じ日本であっても，地域によっては無職の
効果に約2倍の差があるということは興味深い事実である。また，山形，栃
木，福井，静岡，滋賀，東京の6都県のオッズ比は3を超えており，有職者
と比較した際の無職者の自殺の危険性が特に高い地域であるといえる。反対
に，香川や和歌山はオッズ比が2を下回っており，有職者と無職者の自殺の
危険性の差が相対的に小さな地域であるといえる。
続いて単身世帯の効果を確認すると，もっともオッズ比が大きいのは徳島
の3．83（95% CI:2．72-5．39）であり，もっとも小さいのは山口の1．78
（95% CI:1．37-2．30）である。無職と同様に，単身世帯の効果にも約2倍の
差がある。オッズ比の上位5地域は，徳島，神奈川，兵庫，埼玉，愛知であ
り，下位5地域は山口，青森，岩手，鹿児島，熊本であった。
5）なお，都道府県ダミーを加えても，分析結果に大きな変化はなかった。
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表4 都道府県別分析の結果
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このように，無職や単身世帯が自殺死亡に与える効果の大きさは，地域に
よって異なっていた。つまり，有職者と無職者，同居者と単身者の自殺の危
険性の格差は地域によって一定ではなく，何らかの地域レベルの要因の影響
を受けている可能性が示唆されるのである。
それでは，そのような地域レベルの要因とはいったい何なのだろうか。こ
の点を詳細に検討するのは今後の課題だが，現時点での予備的分析の結果を
最後に紹介し，結びとしたい。
まず，素朴ではあるが，無職のオッズ比が大きい地域ほど単身世帯のオッ
ズ比が大きいという関連はあるだろうか。無職のオッズ比と単身世帯のオッ
ズ比の相関係数は0．163（p＝0．2738）であり，正の相関はみられるもの
の，10％水準でも有意な値を示していない。無職のオッズ比が大きい（小
さい）地域と単身世帯のオッズ比が大きい（小さい）地域は類似していない
ようである。
次に，自殺死亡率に影響を与えると想定される各変数と，無職と単身世帯
表5 無職・単身世帯のオッズ比と各変数の相関
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のオッズ比の相関係数を表5に示した6）。無職のオッズ比と有意な正の相関
があるのは，第2次産業従事者割合と1人あたり県民所得である。これに対
して，無職のオッズ比と有意な負の相関があるのは，失業率，第3次産業従
事者割合，生活保護率である。この分析だけから確たることを述べるのは難
しいだが，無職の効果は，経済的な豊かさ（1人あたり県民所得や失業率，
生活保護率）と関連があるようだ。つまり，経済的に豊かな地域ほど有職者
と無職者の自殺の危険性の差が大きくなり，経済的に貧しい地域ほどその差
が小さいという大まかな関連を読み取ることはできよう。
続いて単身世帯のオッズ比と有意な正の相関があるのは，人口規模，都市
化率，1人あたり県民所得である。これに対して，有意な負の相関があるの
は，失業率，第1次産業従事者割合，高齢化率である。あくまでも大まかな
傾向ではあるが，単身世帯の効果は都市性や経済的な豊かさと関連があるよ
うだ。つまり，都市的で経済的に豊かな地域では同居者と単身者の自殺の危
険性の差が大きくなり，農村的で経済的に貧しい地域ではその差が小さく
なっているようである。
もちろん，これらの分析結果はあくまでも予備的なものであり，今後は理
論的・方法論的検討もふまえた詳細な分析が必要となるのはいうまでもな
い。また，なぜ経済的に豊かな地域では有職者と無職者の自殺の危険性の差
が大きいのかという問題を検討する場合，そのような地域では（1）有職者
の自殺率が低いから，（2）無職者の自殺率が高いから，（3）（1）と（2）が
同時に生じている，という3つの可能性が考えられる。したがって，そもそ
も有職者や無職者，同居世帯や単身世帯の自殺率がどのような要因によって
変化するのかという知識も必要である。
6）あくまで予備的な分析のため，これらの変数は厳密な基準によって選んだわけで
はない。各変数（2009年）は政府の統計窓口（e-stat）から入手した。なお，都
市化率，失業率，第1次産業従事者割合，第2次産業従事者割合，第3次産業従
事者割合については，2005年と2010年データをもとに線形補間によって2009
年の値を求めた。
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しかしながら，今回の基礎的な分析からも，デュルケームの古典的な洞察
は今日においても有益であることが明らかになったのではないだろうか
（Durkheim 1897=1985）。職業の有無や世帯構造は個々人の自殺の危険性に
無視できない影響を与えるが，その影響の大きさは地域によって異なる。つ
まり，職業の有無や世帯構造と自殺との関連の強さは，個々人の置かれてい
る文脈的要因によって左右されるのである。そのような文脈，つまりマクロ
な社会構造的要因や社会規範を探求することもまた，今日の自殺の社会学に
とって重要な課題であると思われる。
付記
本稿で用いた国勢調査データは，統計法に基づいて，独立行政法人統計セ
ンターから「国勢調査」（総務省）のオーダーメード集計により提供を受け
た統計成果物を基にしており，総務省が作成・公表している統計等とは異な
ります。
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